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1．はじめに
平成9年12月24日に東京高裁第三特別部により、東京都発注の水道メー
ターに係る入札談合事件に対する判断が下された（1）。石油やみカルテル
（価格協定）事件（2）以降、ラップカルテル事件（3）、社会保険庁目隠しシール
入札談合事件（4）、日本下水道事業団入札談合事件（5）、そして右東京都水道
メーター入札談合事件を経て、価格カルテルないし入札談合による独占禁
止法上の不当な取引制限の罪（同法89条）の成立要件に関する議論は、判
例及び学説上、一定の蓄積を見るに至っている。
右犯罪は、特別刑法上に規定され、またいわゆる経済犯罪の一部を成す
ものであるが、規範的構成要件の解釈、実行行為の捉え方、継続犯か状態
犯か、罪数、共犯といった、刑法の一般的な解釈論にとっても重要な諸問
題を含んでおり、また経済刑法、企業犯罪上特に問題となる両罰規定・法
人処罰の問題も無論あって、いずれも解釈理論上、非常に興味深いところ
である。
以下では、中でも入札談合の態様による場合の、不当な取引制限の罪に
おける犯罪構成要件の検討、特に実行行為の解釈問題を中心に取り扱う。
固より、全ての論点に亙って網羅的に論究することは現時点では不可能で
あるので、両罰規定・法人処罰等に関する詳細な検討については、別稿を
期す外ない。
註
（1）東京高判三特平成9年12月24日判例タイムズ959号140頁。いずれも東京都が発
注する水道メーターの販売等の事業を営んでいた事業者である被告会社25社それ
ぞれにおいて、いずれも右水道メーターの受注等の業務に従事する営業実務責任
者であった被告人ら34名は、自ら会合に出席し、あるい代理人を出席させて、東
京都発注の水道メーターに係る指名競争入札及び指名見積合わせに関し、各社の
利益を維持するための受注調整を行うこととし、以前の受注実績を基に算出した
比率を基準として平成6年度において各社が受注することを合意するとともに、
これを実質するため、あらかじめ選出した幹事が入札の都度各社に受注予定者と
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入札予定価格を連絡してそのとおりに受注できるように各社が入札または見積り
を行うことを合意し、もって、被告会社らが共同して、平成6年度に東京都が指
名競争入札等の方法により発注する水道メーターの受注に関し、被告会社らの事
業活動を相互に拘束することにより、公共の利益に反して、右水道メーターの受
注に係る取引分野における競争を実質的に制限した。平成7年度にも、ほぼ同様
の態様において事業活動を相互に拘束することにより、公共の利益に反して、右
水道メーターの受注に係る取引分野における競争を実質的に制限し、平成8年度
にも、更に受注比率をあらかじめ定めた算定方法及びあらかじめ選出した幹事の
判断によって適宜変更することの合意を含め、ほぼ同様の態様において事業活動
を相互に拘束することにより、公共の利益に反して、右水道メーターの受注に係
る取引分野における競争を実質的に制限した。東京高裁第三特別部は弁護人の主
張に応えて、不当な取引制限の罪の罪質、罪数関係等に関する構成要件解釈の問
題について判断を加えた上で、被告会社ら及び被告人らを有罪とし、被告会社ら
をいずれも罰金刑に処し、被告人らをいずれも懲役刑に処するとし、被告人らに
対しては執行猶予を付した。
（2）最二小判昭和59年2月24日判例時報1108号3頁。被告会社らないし被告人らは、
原油の値上がりに応じて石油製品値上げの必要に迫られ、油種別値上げ幅の上限
に関する業界の希望案について合意するに止まらず、右希望案に対する通産省の
了承の得られることを前提として、一定の期日から、右了承の限度一杯まで各社
いっせいに価格を引き上げる旨の合意をし、協定を締結するなどして各社の事業
活動を相互に拘束し、以て公共の利益に反して、一定の取引分野における競争を
実質的に制限した。最高裁第二小法廷は不当な取引制限行為と行政指導との関係、
「公共の利益に反して」の意義、89条1項1号の罪の既遂時期等に関して判示し
て、一部破棄無罪とし、その他に関しては棄却するとの判断を下した。
（3）東京高判三特平成5年5月21日判例タイムズ828号113頁。被告会社らはいずれ
も業務用ストレッチフィルム（いわゆるラップ）の製造・販売等の事業を行う事
業者であり、彼らの合計販売量は国内のほぼ98パーセントのシェアを占めており、
また被告人らはいずれもそれぞれの被告会社の役員または社員として、その所属
する被告会社の業務用ストレッチフィルムの販売に関する業務を担当していたも
のであるが、被告人らは、同一被告会社の被告人らにあっては互いに共謀の上、
それぞれの所属する被告会社の業務に関し、平成2年2月15日には、各社が協調
して業務用ストレッチフィルムの販売価格の単価の引き上げを行うとの基本姿勢
について各社の意見が一致した。そして同日から具体的な協議を重ねていき、同
年7月3日、被告会社らが共同して、同年9月1日から出荷する業務用ストレッ
チフィルムの標準品の値上げ幅を1本当たり150円として業務用ストレッチフィ
ルムの全製品の販売価格を引き上げる旨の合意をした（第1次協調値上げ協定）。
更に同年9月5日から、再び業務用ストレッチフィルムの販売価格を共同して引
き上げることについて協議を重ね、同年10月2日、被告会社らが共同して、同年
11月1日から出荷する業務用ストレッチフィルムの標準品の値上げ幅を1本あた
り250円として、業務用ストレッチフィルムの全製品の販売価格を引き上げる旨
の合意をし（第2次協調値上げ協定）、以て被告会社らの事業活動を相互に拘束
し、公共の利益に反して、我が国の業務用ストレッチフィルムの販売に関する取
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引分野における競争を実質的に制限した。東京高裁第三特別部は、独禁法の二重
処罰の問題、当該協調値上げ協定の構成要件該当性及び被告人らにおける正当化
や期待可能性如何等について判断を示した上で、被告会社らをいずれも罰金刑に、
被告人らをいずれも懲役刑に処し、被告人らについては刑の執行を猶予した。
（4）東京高三特判平成5年12月14日判例タイムズ840号81頁。被告会社4社はいず
れも社会保険庁発注の支払通知書等貼付用シールの印刷・販売等に関する事業を
行う事業者であり、被告人らは本件シールの受注・販売等について、いずれも被
告会社の業務を担当していたものであるが、同人らはその所属する被告会社の業
務に関し、一被告会社の支店会議室に集まるなどして、社会保険庁発注に係る本
件シールの入札について、今後落札業者を被告会社4社の内の3社のいずれかと
し、その仕事は全て落札業者から残りの1社に発注するとともに、その間の発・
受注価格を調整することなどにより4社間の利益を均等にすることを合意し、以
て被告会社4社は、共同して、社会保険庁が発注する平成4年度以降の本件シー
ルの受注・販売に関し、被告会社らの事業活動を相互に拘束することにより、公
共の利益に反して、社会保険庁が発注する本件シールの受注・販売に係る取引分
野における競争を実質的に制限し、不当な取引制限をした。東京高裁第三特別部
は、r一定の取引分野」として把握すべき内容、r事業者」性等に関して判断を示
すとともに、被告会社4社をそれぞれ罰金400万円に処した。
（5）東京高三特判平成8年5月31日判例タイムズ912号139頁。被告会社9社はいず
れも日本下水道事業団発注に係る電気設備工事の請負等の事業を営む事業者であ
り、被告人ら18名は1人を除きそれぞれが所属する被告会社において電気設備工
事の受注等の業務に従事していたもの、残りの1人である被告人rは日本下水道
事業団の工務部次長として、下水道事業団において電気設備工事の発注等の業務
に従事していたものであるが、被告人rを除く被告人らは、同一被告会社に所属
する被告人らにおいては相互に共謀の上、それぞれの所属する被告会社の業務に
関し、平成5年度に下水道事業団が指名競争入札の方法により新規に発注する電
気設備工事について、平成5年3月10日ころ、被告会社9社が同年度の日本下水
道事業団発注に係る電気設備工事の工事件名、予算金額等を基に一定の比率等に
従って配分し受注することとして、配分比率、配分手続等を定め、更に被告人r
から右の工事件名、予算金額等の教示を受けて、これを相互に連絡するなどした
上、同年6月15日、教示を受けた工事件名、予算金額等を基に、さきに定めた配
分比率、配分手続等に従い、前記の新規発注に係る電気設備工事を被告会社9社
にそれぞれ配分して受注予定会社を決定するとともにその受注予定会社が落札し
て受注できるような価格で入札することを合意し、以て被告会社9社が共同して
相互にその事業活動を拘束することにより、公共の利益に反して、平成5年度に
下水道事業団が指名競争入札の方法により新規に発注する電気設備工事の受注に
係る取引分野における競争を実質的に制限して、不当な取引制限をした。被告人
rは、前記のとおり、他の被告人らが右態様において入札談合を行う合意をなす
に際し、その情を知りながら、同年5月中旬ころ、被告人らの一部の者に対して、
工事件名、予算金額等を教示し、以て被告人rを除く被告人ら17名の前記犯行を
容易にしてこれを蓄助した。東京高裁第三特別部は、r競争を実質的に制限する」
旨の要件の成否等に関し、及び特に「運用手順」という受注調整のルールに関す
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る最初の基本的な合意と、その後の各年度ごとの、被告人rによる新年度発注工
事の件名や予算金額等の教示を受けてするルールの改訂、そしてその後の、各年
度ごとの受注予定社を決定するドラフト会議を巡る、本件不当な取引制限の罪の
実行行為の捉え方の点に関して判断を示した上で、被告会社らをいずれも、行為
者と法人業務主間の罰金額の連動を切り離した改正後の罰金刑に処すと共に、被
告人らをいずれも懲役刑に処し、被告人らについては刑の執行を猶予した。
2．一定の取引分野
独占禁止法89条1項1号は「第3条の規定に違反して私的独占又は不当
な取引制限をした者」に対する罰則を規定している。その同3条は「事業
者は、私的独占又は不当な取引制限をしてはならない。」と規定しており、
入札談合行為はここで言う「不当な取引制限」に該当する。r不当な取引
制限」については同2条6項に定義規定があり、「この法律において不当
な取引制限とは、事業者が、契約、協定その他何らの名義を以てするかを
問わず、他の事業者と共同して対価を決定し、維持し、若しくは引き上げ、
または数量、技術、製品、設備若しくは取引の相手方を制限する等相互に
その事業活動を拘束し、または遂行することにより、公共の利益に反して、
一定の取引分野における競争を実質的に制限することをいう。」と定義さ
れている（1）。
ここで第一に取り上げるのは、右定義中の要件の内、「一定の取引分野」
という概念の射程に関してである。即ち、この一見して相応の一般性を意
識させる、つまりある程度の広がり・継続性をイメージさせる「一定の取
引分野」という概念を充足するに足る取引の規模とはどの程度のものであ
るのか。それともそもそも、そうした一般性、継続性、規模等を観念する
必要性はないのか。
「万一真に1回限りの談合が行われ、または基本ルールが証明できない
場合」に、この1回限りの個別談合に関して「一定の取引分野」の成立を
認めてよいかという問題に対しては、これを肯定してよいとする立場がむ
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しろ有力であり、「入札は、市場システムを利用するために人為的に市場
を作るものである。すなわち入札は、複数の取引候補者に契約条件を提出
させて最も有利な契約条件を提示した者と契約するという1つの取引の場
であり、入札自体が1つの市場すなわち取引の分野を構成している。この
ような取引分野の競争制限を独禁法の対象とすべきでないとする実質的な
理由はない。さらに談合は独禁法にいう競争制限以外の目的では行われな
い。本当に個別談合しか行われていないのであればそれは実効性があり、
したがって競争制限があったはずであり、競争制限が生じていればその場
所が独禁法にいう『一定の取引分野』なのである」といった主張もなされ
ている（2）。これと同旨の立場からは、「個別的な契約のみで構成される
r市場』と、一定の継続的ないし類型的な契約の集積としてのr市場』を
区別する実質的基準も根拠も明確ではないように思われる」（3）といった認
識や、「カルテル・談合が行われた取引が一定の取引分野であると割り切っ
てよいと思われる。したがって、いかに地方的で予算が小さくても（さら
には1回限りの発注でも）、理論的にはそこで談合が行われた一発注者の
取引が、一定の取引分野として成立するはずである。あまりに小規模な取
引における談合は、単に事件処理の裁量によって取り上げられないだけだ
と考えられる」（4）といったことが述べられている。
なるほど、前掲社会保険庁目隠しシール入札談合事件判決も、r公正で
自由な競争を促進するなどして、一般消費者の利益を確保するとともに、
国民経済の民主的で健全な発達を促進するために、一定の行為を規制し処
罰の対象としている独禁法の趣旨、及び社会・経済的取引が複雑化し、そ
の流通過程も多様化している現状を考えると、『一定の取引分野』を判断
するに当たっては、主張のように『取引段階』等既定の概念によって固定
的にこれを理解するのは適当ではなく、取引の対象・地域・態様等に応じ
て、違反者のした共同行為が対象としている取引及びそれにより影響を受
ける範囲を検討し、その競争が実質的に制限される範囲を画定して『一定
の取引分野』を決定するのが相当である」（5）と判示した。
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しかし、その後に出た、同じく前掲日本下水道事業団入札談合事件判決
の判示は、「そのほか」と前置きしてであるが、当該対象物件に関して、
その「規模が全国的であり、予算金額も巨額であることを併せ考え」て、
そうした状況の下で、当該対象物件のみをもって「一定の取引分野」と認
めるのが相当であるか、を判断した（6）。
私見もむしろ、必ずしも一回的な個別談合が全て排除されるわけではな
いにしても、刑法典上の談合罪（96条の3第2項）との法定刑の差や、両
法それぞれの直接的な目的・役割の違い、「一定の取引分野」という要件
が明確に規定されていること等に鑑みれば、右下水道事業団事件判決が示
したように、事業者らが談合行為の目的とした、当該対象物件に係る取引
の制限が、その性質や規模において、まさに独禁法89条1項1号の可罰的
違法性を保証するに足るものであるかが検証されてしかるべきであろうと
考える。こうした違法要件という意味では、次に検討する「公共の利益に
反して」の要件や実行行為、実質的に制限したかという結果要件等に関す
る違法判断と、内容として重なり合う部分も生じてこようが、この点は重
複して評価されるわけではなく、それぞれは固有のものとして判断され、
同時に一方では同一の違法行為に対する法的評価として、重なり合う部分
については整合的に把握し直され、総合されることとなるのである。
そしてまた、この「一定の取引分野」の要件に関しては、ここでの入札
談合行為の罪数を考えるにあたっても、重要な犯罪成立要件となってくる
ように思われる。この点については後述する。
主???
（1）「不当な取引制限」が2条6項で定義されているのと同様にして、2条1項で
は「事業者」が定義されている。即ち「この法律において事業者とは、商業、工
業、金融業その他の事業を行う者をいう。事業者の利益のためにする行為を行う
役員、従業員、代理人その他の者は、次項又は第3章の規定の適用については、
これを事業者とみなす。」とし、言ってみればつまりr事業を行う者」と形式的
に定義しているにとどまるということになるが、では不当な取引制限における
r事業者」については、それらが相互に競争関係にあると解されるべきであるか
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どうかが、同95条1項1号が定める両罰規定の適用との関係で問題となりうると
指摘されている（高崎秀雄r独占禁止法における不当な取引制限の罪〔上〕いわ
ゆるシール談合事件判決について」商事法務1348号6頁以下）。即ち「現在にお
いては、両罰規定の本質は役員・従業者の非違行為による事業主への転嫁罰では
なく事業の遂行過程において役員・従業者の監督を怠ったとする監督義務違反に
あるとするのが判例通説と思われるが、事業者であっても他の事業者と相互に競
争関係にない者については、法3条の禁止の名宛人にならないのであるから、そ
の役員・従業者が同条の違反行為を行わないように監督する義務を負うといえる
かは疑問であり、結局、これらの役員・従業者が他の相互に競争関係にある複数
の事業者間の不当な取引制限行為に関与したとしても、刑法65条1項の適用によっ
て当該役員・従業者自身が処罰されることは格別、その所属する事業者を両罰規
定の適用により処罰することはできないと解することになろう」（同7頁）と。
従ってこのとき、事業者性の問題は「競争」関係の把握如何にかかってくること
となり、論者は更に、「公共の利益に反する」や「一定の取引分野」といった要
件もrr競争』概念に収敏していくことになる」と言う（同r同〔下〕」商事法務
1349号9頁以下参照）。即ち独禁法2条4項は競争概念を定義して、2以上の事
業者がその通常の事業活動の範囲内において、且つ、当該事業活動の施設または
態様に重要な変更を加えることなく、同一の需要者に同種又は類似の商品又は役
務を供給し、又はすることができる状態（1号）、あるいは、同一の供給者から
同種又は類似の商品又は役務の供給を受ける行為をし、又はすることができる状
態（2号）をいう、としている。こうした取引段階による区別を前提とすれば、
「確かに、小売業者への卸売りを専門とする事業者と最終消費者への小売りを専
門とする事業者、あるいは指名競争入札における指名を得た事業者と得なかった
事業者との間においては、その限りにおいては、法律上、同一の需要者との取引
は観念できないともいえる」ことになってしまうことから、むしろ「需要・供給
という市場構造の経済の大原則の下で、特定の企業（または企業集団）が市場支
配力を有しなければ、究極的には個々の相手方との関係において、各企業がその
努力により取引関係を形成し得るという関係」即ちr各企業が自己の努力によっ
て企業目的たる営利を自由に追求し得るという点」を競争の本質として捉えるべ
きであると論者は言う（10頁）。しかし思うに、競争の右定義における、供給し
あるいは供給をうけることが「できる状態」というのは、（現存の）取引r能力」
のことであると解すべきであり、またr通常の事業活動」やr重要な変更」の解
釈等から、指名競争入札における指名を得た事業者と得なかった事業者との間に
も競争関係を認めることは可能であろうし、その他妥当な解決を導くことも可能
であると思われる。
「公共の利益に反して」や「一定の取引分野」といった要件も収敏する（とは
しながら11頁以下では「一定の取引分野」に関し実質的な検討がなされているが）
ところとした「競争」概念をこのように無限定な内容において捉えようとし、い
わば全ての要件を無制約的なものとして法規定の空文化を図っている（合憲性を
問題にする場合は別であるが、ここではそうではない）論者の態度は、立法政策
を軽視するだけでなく、実定法規の解釈・適用による解決を図るという司法の当
然の姿勢からも逸脱している。r分析・意見にわたる部分は筆者の個人的なもの」
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（「〔上〕」2頁）だとしているが、肩書を挙げその身分において論述している以上、
個人的というのは単に非公式という程度の意味しか持ちえないのではあるまいか。
（2）泉水文雄「日本下水道事業団発注電気設備工事談合事件平成8年5月31日東
京高裁判決（判タ912号139頁）をめぐって」公正取引553号42頁以下。
（3）齋野彦弥「独占禁止法上の不当な取引制限の罪と刑法の談合罪との関係につい
て（1）」公正取引534号27頁。
（4）岡田外司博「入札談合に対する不当な取引制限罪の適用」ジュリスト1111号
233頁。
（5）判例タイムズ840号87頁。
（6）判例タイムズ912号145頁。
3．公共の利益
独禁法2条6項の「公共の利益に反して」という要件の理解に関しても
争いがある。
前掲東京都水道メーター入札談合事件で一部の弁護人は、この要件の下
に、違法性阻却事由の存在を主張した。即ち「独占禁止法89条1項1号の
罪は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することがr公共の利
益に反する』場合に成立するところ、（同法2条6項）、本件における談合
は、中小企業者を保護するために行った行為であるから、違法性阻却を認
めるべきである。すなわち、東京都発注の水道メーターは、従前中小企業
者が一手に受注していたが、順次大企業者が受注に参入して受注を増大す
るようになったため、中小企業者の事業機会を確保することが必要となり、
他方、大企業者参入により水道メーターの安定供給と品質を確保すること
も行政目的の実現にとって必要であるため、これら両方の要請を充たすた
めに大企業者と中小企業者とが共同して本件談合を行ったものであり、大
企業者にとっては、中小企業の保護法にいう『同種事業を営む中小企業者
の利益を不当に侵害することのないよう配慮する』責務を具体化したもの
であり、中小企業者にとっても、r過度の競争を防止するための自主的な
事業活動の調整』であって、国が実施すべき施策に代替するものである。
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しかも、それにより適正利潤を超える不正な利益を得ることもなかったの
であるから、公共の利益に反せず、違法性を阻却するものと解すべきであ
る」（1）と。これに対する判断は次のようなものである。r国又は地方公共
団体における売買その他の契約には、大別して、国民の経済的利益ないし
は負担、行政の目的達成の利益ないしは負担（結局はこれを通じた国民の
利益ないしは負担）、及び中小企業を含む事業関係者の利益ないしは負担
の3つがかかわっている。したがって、これらの利益が対立する場合にお
いて、競争制限の罪の違法性等を判断するにあたっては、法令が認めてい
る価値を中心とした法全体の趣旨によりそれらの利益等の優劣を判断して
これを行わなければならない。……中小企業保護の施策は、国又は地方公
共団体が講ずるものであって、事業関係者が代替して講ずべきものでない
ばかりか、それが前記の独占禁止法等が認めている法的価値に優越する場
合に初めて、独占禁止法の罰則の適用にあたって違法性阻却事由の原由と
なるものである。そして、本件の談合は、中小企業を含む事業関係者全員
が加わって競争制限を行ったものであって、中小企業の競争からの保護と
いう側面もあったということができるが、水道メーターの入札価格を東京
都の予定単価に近いものとすることを内容としている点で、すでに独占禁
止法の価値を侵害して国民の経済的利益に反する危険を内包し、これに優
越する立場を主張し得るものでないことが明らかであるから、違法性阻却
を認めることはできない」（2）。以上の判示を、判例は慎重にも、はっきり
と「公共の利益に反して」の解釈として述べているというわけではない。
しかし本件事業者ら・被告人らが本件談合によって保護しようとした中小
企業保護という利益が、「国民の経済的利益に反する」危険を内包し、こ
れに優越するものでもないと判示している点からすれば、「公共の利益に
反して」という要件に照らして違法阻却を判断したと合理的に解釈するこ
とができるだろう（3）。
これに対して「公共の利益」とは自由競争経済秩序そのものだと解して、
カルテルがあればそれはrペル・セ・イリーガル（perseillega1）」（当然
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違法）であるとする立場もあるが、これに対しては、法改正によって法規
定が相対違法の形式をとったといった批判もなされている（4）。
しかし尚、先の利益衡量による違法阻却を認める立場に対しても、「もっ
とも、特に現在の経済状況下においては、競争制限行為がr一般消費者の
利益を確保するとともに、国民経済の民主的で健全な発達を促進する』と
いう要請に反しないという具体的な事例を運用ベースで正当性をもって指
摘することは困難であろうから、立法によってそのような局面を切り分け
ることは格別として（もっとも、既存の独占禁止法の適用除外対象につい
ても内外からその見直しを迫られていることは周知のとおりである。）、
r公共の利益』要件による違法阻却を認めることの意味は名目的なものと
思われる」（5）との指摘もなされている。果たして、そのように言い切って
しまうことはできるだろうか。
「公共の利益に反して」の要件を解釈して利益衡量を導く論理展開は、
既に前掲石油やみカルテル（価格協定）事件最高裁判決にも明確に示され
ている。即ちr独禁法の趣旨・目的及びそg改正の経過などに照らすと、
同法2条6項にいう『公共の利益に反して』とは、原則としては同法の直
接の保護法益である自由競争経済秩序に反することを指すが、現に行われ
た行為が形式的に右に該当する場合であっても、右法益と当該行為によっ
て守られる利益とを比較衡量して、『一般消費者の利益を確保するととも
に、国民経済の民主的で健全な発達を促進する』という同法の究極の目的
（同法1条参照）に実質的に反しないと認められる例外的な場合を右既定
にいう『不当な取引制限』行為から除外する趣旨と解すべき」（6）である、
と。
この判示に関連して、「共同行為が、独禁法の規定に形式的に該当して
いるが、社会的に望ましい場合がある。例えば、安全性の確保、自然環境
の保全、違法取引の回避等を目的として行われる共同行為等である」（7）と
いった重要な指摘がなされており、留意すべきである。その他、消費者・
利用者に対する利便性・サービス向上を目的として、共同行為が行われる
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場合も考えられるだろう。
思うに、行政罰としてならば別論すべき余地もあろうが、少なくとも刑
事罰則法規上の行為違法の判断において、当然違法ということを考えるの
は困難である。その上「公共の利益に反して」という要件が明確に規定さ
れていることも考え併せれば、単に名目的なものに止まらず、右に挙げた
ような例外的な場合をも判断に取り込みうる、判例が示してきた立場とい
うものは、支持されてしかるべきであろう。
註
（1）判例タイムズ959号147頁。
（2）判例タイムズ959号147頁以下。
（3）大橋敏道「長期にわたる談合が独占禁止法違反の併合罪とされた事例東京都
水道メーター談合事件」ジュリスト1149号129頁は、「本件判旨は、公共の利益に
は言及せずに、本件談合は、独占禁止法の価値を侵害して、国民の経済的利益に
反する危険を内包し、これに優越する立場を主張しえるものでないことが明らか
であるとして、最高裁の法益衡量論にのっとって違法性阻却を否定している」と
捉え、「判旨が、公共の利益以外の違法性阻却事由を想定しているのかは不明確
である」としている。また具体的判断としては、「中小企業基本法は、事業者に
談合する権限を与えてはいないし、過当競争からの自衛のためのカルテルが認め
られないことは、既に前掲ラップカルテル事件判決でも明らかにされているから、
判旨は妥当である」（同頁）とする。
（4）齋野・前掲27頁以下参照。
（5）高崎・前掲「〔上〕」6頁（注15）。
（6）判例時報1108号12頁以下。判例が述べているように、「公共の利益に反して」
にいう利益が、必ずしも本条の法益そのもの（のみ）を指すと解さなければなら
ないわけではなかろう。神山敏雄『日本の経済犯罪その実状と法的対応』
（1996）19頁は、「実質的に制限する」というのを競争秩序の侵害と捉え、「公共
の利益に反して」を（公的機関発注物件に係る入札の場合）公の機関の経済的損
害と捉えて、後者を法益侵害として把握しているが、私見ではむしろ、対応関係
は逆ではないかと思われる。この点については4．1で後述する。尚、特別刑法
における法益の基礎的な一般理論に関しては、内田文昭「特別刑法の体系」伊藤
榮樹＝小野慶二＝荘子邦雄r注釈特別刑法第1巻総論編』34頁以下参照。
（7）金井貴嗣r公共の利益公共の利益の意義〔石油価格協定刑事事件〕」別冊ジュ
リスト161号19頁。
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4．個別談合と実行行為
1相互拘束と遂行行為（共同遂行）
独禁法2条6項は不当な取引制限行為を定義して、r……相互にその事
業活動を拘束し、または遂行すること」により、公共の利益に反して、一
定の取引分野における競争を実質的に制限することをいう、と定めている。
ここにいう相互拘束と遂行行為（共同遂行）とを、同質的（どちらも相互
拘束的なものとみなす）で一体のものとして規定していると解する（仮に
一体説）のではなく、それぞれ別個の行為態様として理解すべきとする立
場（仮に区分説）が夙に有力に主張されている。
その意義とは即ち、「入札談合の基本ルールの合意時期が古く、しかも
その時期や関与した者等、その経緯が明らかでないが、一定の基本ルール
が現在まで存在することは否定できず、その基本ルールに基づいて個別調
整行為が行われている場合」に、基本ルールの合意形成自体を証明できな
くても、それに基づいて個別調整行為が行われたことを証明できれば、こ
れをもって不当な取引制限行為として訴追可能となる点にあるとされる（1）。
あるいは、不当な取引制限に該当する行為がすべて相互拘束に該当するこ
とを必要とするかは疑問であって、不当な取引制限に該当する合意が明白
である場合についても、合意とその実行行為とを相互拘束行為と共同遂行
行為とに整理することが実態に即しており、それ故不当な取引制限に該当
する合意の成立が明白でない場合であっても、「共同して」事業活動が行
われた場合を共同遂行行為として捉えうる（そして、これをもって不当な
取引制限に該当する行為としうる）とも説明され、なんとなれば、「不当
な取引制限に該当する行為の実体に即してみれば、相互拘束に該当する行
為が継続しているとみることが困難である場合も少なくないことから、相
互拘束を認めるために、一定の行為について相互拘束性があることをもっ
て相互拘束に該当するとせざるをえないことになり、この場合には、相互
拘束は『共同して』という要件と同一の内容にならざるをえないという論
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理展開にも問題があると考えられる。このような法の適用が行われる場合
には、具体的な違反行為が不明確であるともいえる。相互拘束性が認めら
れるということと行為としての相互拘束とは異なるのである。ここでいう
事業活動として行われる相互拘束性のある行為を共同遂行行為と捉え、そ
の行為も不当な取引制限に該当するものとすることは、具体的な違反行為
が明確になると同時に、カルテル的行為全体の構造に対応する捉え方とい
える。また、法律の『共同して事業活動を拘束し又は遂行すること』とす
る定めにも即したものといえる」と言うのである（2）。
しかし、このように、相互拘束による競争制限と並んで、遂行による競
争制限も同じく同罪を構成することは「文理上明らか」であるとしながら
も、rしかし、r相互拘束』と並ぶr遂行』とは具体的に何を意味するのか
必ずしも明らかではなく」、前掲水道メーター判決も「一般論として、『一
定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる事業活動の相互
拘束行為とその遂行行為とを共に実行行為と定めている。』と述べるも、
実際にどのような行為がこれに当たるかまでは示していない」との指摘も
ある（3）。
一方、区分説を否定する一体説の立場は、「相互拘束を伴う場合に共同
遂行も不当な取引制限に当たるとしても、その場合には、そうした相互拘
束の合意がなされたことで既に不当な取引制限の罪が成立するのであるか
ら、共同遂行について独立した実行行為性を論ずる実益は乏しく、その意
味で、共同遂行は独立した実行行為としての意味付けがなされていないよ
うに思われる」と言う（4）。また区分説に対し、「しかし、対象を談合から
カルテル全体に拡大して考えると、カルテルの実施手段として、罰則のな
い不公正な取引方法（独禁2条9項）に該当する行為が行われた場合（現
実にも、このような事例は多数存在する）、判旨のように解すると、不公
正な取引方法のみに関与した事業者でも、「遂行」を行ったとして罰せら
れるという矛盾が生じる（例えば、メーカー間の価格カルテルが行われ、
その実施手段として再販売価格維持が行われた場合、再販に協力した流通
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業者も刑罰を科されうることになる）」（5）との批判もある。
思うに、区分説（遂行行為説）に立ったとしても、基本ルールに係る合
意の継続は必ずしも証明されなくともよいものの、個別談合（6）の前提とな
る基本ルールの内容に関しては十分認定され、証明されることが不可欠と
なる。この点でやはりr不当な取引制限」の罪の実質は、競争制限行為に
おける相互拘束性にあると解すべきである。前掲下水道事業団判決がrルー
ル改訂からドラフト会議までの一連の作業をもって取引制限の実行行為と
見るのが相当」としたのも、こうした考慮によるものと考えられる（7）。具
体的な相互拘束性の認められる基本合意締結ないし個別協議、更には遂行
行為としての入札といった各行為により（8）、確定的な相互拘束（9）状況が作
出されたと認められる場合に、競争の実質的制限があったと認定可能であ
るように思われる。この意味ではまた、本罪の保護法益も単なる理念的な
自由競争秩序ではなく、実体的・具体的な競争秩序だと言うべきであろ
う（1。）。またそうでなければ、二重処罰に関する批判も回避し難いものとな
るように思われる（H）。
註
（1）芝原邦爾「不当な取引制限の罪（独禁法89条1項1号）の実行行為水道メー
ター事件東京高裁判決を契機として」ジュリスト1143号100頁参照。岡田・前掲
232頁も次のように言う。r特定の発注者に対する継続的な談合が、不可分一体で
あり法律上も切り離せないと解する根拠はない。また、昔から慣行的に談合が行
われていた場合には、最初の基本合意がいつどこで結ばれたかを明確に立証でき
ない場合が多いが、このような場合でも、ルールの変更ないし確認がなされた時
点で新たな独立の犯罪があったとして立件できれば、犯罪の証明は容易になるで
あろう。これに対し、最初の基本合意を立証する必要があるとすると、個別調整
の事実を証明できるにもかかわらず、基本合意を立証できないために処罰を免れ
る場合が出てくる。もっとも、公取委の行政処分では、個別調整が繰り返されて
いる事実から基本合意を間接的に推認する方法が利用されており、このような問
接事実による推認も有効な立証方法であるが、刑事事件でこの方法がどこまで使
えるのか疑問である。仮に最初の基本合意を立証できたとしても、不当な取引制
限の罪を最初の基本合意によって既遂に達し終了する状態犯とすれば、多くの場
合公訴時効が成立してしまう可能性がある。したがって、刑事事件に関しては、
判決のように、基本合意の変更または確認のときに新たな談合があったと構成す
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る方が便宜である」と。しかし思うに、遂行行為を区分して証明を容易にするこ
とよりも、行政処分を含め、時効期間を一層長く設定するための法改正を行うこ
とが、独禁法違反の行為に対する制裁措置ないし刑罰的サンクションをより実効
的なものとするために必須であろう。
（2）正田彬「東京都発注の水道メーター談合刑事事件」ジュリスト1133号196頁参
照。
（3）野々上尚「独占禁止法89条1項1号の不当な取引制限の罪が継続犯であるとす
る解釈を示した事例」研修604号5頁以下参照。
（4）北島孝久rいわゆる下水道談合事件東京高裁判決東京高裁平成8年5月31日
判決」法律のひろば50巻2号57頁。参照、泉水・前掲41頁（注10）。
（5）大橋・前掲128頁。
（6）遂行行為説は個別談合を遂行行為とみなすが、談合以外の場合と比較し、ある
いは法文を素直に読む限り、入札を遂行行為（共同遂行）と捉える方が自然であ
ろう。
（7）野々上・前掲9頁参照。
（8）前掲石油やみカルテル（価格協定）事件判決判例時報1108号13頁は、合意によ
る競争制限が認められれば直ちに既遂に達し、合意の内容が各事業者により実施
に移され、または決定された実施時期の到来は不要だとした。しかし、これも法
を厳密に解するときには、合意のみで競争制限が認められる場合というのは、そ
れまでに談合が繰り返されたことが認められ、当該合意の実施も確定的であると
いったような場合に限定されるのであって、本来的には実施時期が接近ないし到
来して初めて既遂となると考えられるべきである。
（9）拘束内容の共通性ないし同質性について、前掲社会保険庁目隠しシール入札談
合事件判決は、取引段階の異なる事業活動に関しても、相互拘束・共同行為は可
能であるとした（判例タイムズ840号88頁以下）。しかし無論、「一定の取引分野」
に関する共同行為でなければならないのであるから、画定された当該取引分野に
おける、当該談合の目的物件と直接的に関連する事業活動に限られるのであって、
それ以外での相互拘束に基づく共同行為は、教唆または蕎助として把握されるこ
ととなろう。参照、高崎・前掲「〔下〕」14頁以下、泉水・前掲45頁（注31）。
（10）また刑法96条の3、2項が「公正な価格を害し、又は不正の利益を得る目的」
を要求していることも、そうした可能的な実体状況を必要としているものと解す
べきである。齋野・前掲31頁（注30）参照。
（11）以上のような、実行行為の態様に関する議論の外、不当な取引制限行為（の
不法）の成否と行政側のイニシアチブとの関連も問題にされる。前掲石油やみカ
ルテル（価格協定）事件判決判例時報1108号11頁は次のように判示した。rオペッ
ク及びオアペック等による原油値上げという石油製品の客観的値上げ要因を抱え、
値上げの必要に迫られていた業界において、値上げの上限に関する通産省の了承
を得るために、各社の資料を持ち寄り価格に関する話合いを行って一定の合意に
達することは、それがあくまで値上げの上限についての業界の希望に関する合意
に止まり、通産省の了承が得られた場合の各社の値上げに関する意思決定（値上
げをするか否か、及び上限の範囲内でどの程度の値上げをするかの意思決定）を
なんら拘束するものでない限り、独禁法3条、2条6項の禁止する不当な取引制
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限行為にあたらないというべきである。しかしながら、これと異なり、各事業者
の従業者等が、値上げの上限に関する右のような業界の希望案を合意するに止ま
らず、その属する事業者の業務に関し、通産省の了承の得られることを前提とし
て、了承された限度一杯まで各社一致して石油製品の価格を引き上げることまで
合意したとすれば、これが、独禁法3条、89条1項1号、95条1項によって禁止・
処罰される不当な取引制限行為r共同行為』にあたることは明らかである」と。
また前掲下水道事業団事件判決判例タイムズ912号143頁以下も、シェア枠による
受注調整システムが行政側からの提案によって導入されたものであり、工事の発
注者であり入札参加者の選定権限を持つ行政サイドに逆らい難いとの配慮が被告
会社らに働いたとしても、同時にそれにより受注の安定の確保ができるという思
惑も働いたであろうし、シェア枠一杯の受注額をその時々の営業力の強弱にかか
わりなく保証するという機能も肯定的に評価され、あるいは指名業者から外され
る危惧を抱いていたこと等からすれば、結局各社の損得計算や力関係が加わった
妥協の産物として、右システムの導入は合意を見たものであって、行政サイドの
提案はその合意を導いた重要ではあるが1つの要素にすぎなかったというべきで、
更に行政側から自治体の苦情への手当が求められたり、受注予定者変更の要請ま
でなされていたとしても、各社はそれぞれの利害を計算し、駆け引きをし、以て
受注競争を自ら制限したのであるから、r不当な取引制限」がなかったという主
張には理由がないとした。この点に関しては、r第3者や行政機関がイニシアティ
ブをとっていても、事業者に事業活動（競争）の余地があり、事業者がその競争
を制限すれば独禁法が適用されるのは当然である」（泉水・前掲40頁）などと述
べられている。更には次のようにも言われる。r仮に談合が発注者の指示によっ
て行われたものである場合には、不当な取引制限の罪は成立しないのだろうか。
この場合、入札参加者は発注者の指示に従う義務はないから、業者が受注競争を
行うことは可能であり、競争入札という形をとる以上、業者としては競争すべき
ものである。したがって、仮に発注者の指示によって談合が行われたとしても、
可能な競争を談合によって排除する行為は、競争の実質的制限の要件を満たすと
考えられる。また、違法性については、業者に対して談合を指示する発注者の指
導は、仮にそれを行政指導として位置づけうるとしても、石油連盟生産調整事件
の判示に照らして、明らかに違法であり、行政指導の協力行為として違法性阻却
を論ずる余地はないと考えられる。ただ、責任面では、発注者による談合の指示
が事実上の強制にわたり、それに従わないと指名業者から外されるため、やむな
く談合に参加した業者がいれば、期待可能性がないことによる責任阻却の余地は
ありえないではないが、これもきわめて例外的な場合であろう」（岡田・前掲232
頁）と。しかし行政指導の事実的な拘束性からすれば従わなければ指名業者か
ら外されるためにやむなく談合に参加した場合などは、当然に期待可能性が否定
され責任阻却されなければならない。現実的に不可能な行為を強いておいて、後
から刑罰に処するということは刑事法上許されないからである。更に、違法性の
意識ないしその可能性も問題とされなければならないことはもちろんである。参
照、京藤哲久「行政指導とカルテルの違法阻却事由」別冊ジュリスト161号258頁
以下、高山佳奈子「カルテルに対する刑事制裁」別冊ジュリスト161号256頁以下。
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2継続犯か状態犯か
前掲東京都水道メーター入札談合事件判決は、独禁法89条1項1号の罪
について、rその罪は、右のような相互拘束行為等が行われて競争が実質
的に制限されることにより既遂となるが、その時点では終了せず、競争が
実質的に制限されているという行為の結果が消滅するまでは継続して成立
し、その間にさらに当初の相互拘束行為等を遂行、維持又は強化するため
に相互拘束行為等が行われたときは、その罪の実行行為の一部となるもの
と解するのが相当である」（1）と判示した。こうした理解は、r基本ルール
の合意の時期が古く、しかも最近その合意内容を修正・確認した事実が認
定できないにもかかわらず、何年も前からこの基本ルールに基づいて個別
調整行為が行われている場合で、（1）その合意時期、場所、関与した者等
の特定をすることができない場合や、（2）基本ルールの合意時の事情は明
らかであるが、状態犯説によれば公訴時効が成立している場合」（2）の困難
を回避しうるものだと考えられる。
しかしこうした継続犯説に対する批判も展開されている。「合意の継続
を、事実の問題としてみるならば、入札談合の合意が継続しているという
のは、一種のフィクションであって、その実態は、新たな会合や新たな入
札ごとに、各会社のその時点の担当者によって合意の存在が確認されてい
るに過ぎないように思われる。監禁が現実に継続しているのと同様の意味
で、合意が被告人等の内心で日々継続しているとはいえないのである。さ
らに、独禁法の罪を考える上で重要なことは、刑法があくまで個人の具体
的な行為を念頭においていることである。取引制限の合意が継続している
という場合、直感的には、会社間の合意を思い浮かべるであろうし、会社
が名宛人となる公正取引委員会の行政処分の場合には、そのように考える
ことが、実態に即した合理的解釈といえるかもしれない。しかし、独禁法
の罪に関しては、あくまで個別の行為者ごとに判断されなければならない。
たとえば、多数の会社が談合を続けている場合、当初の合意の形成に関与
した行為者と、その後の、合意の維持と具体的な入札者の決定に関与する
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行為者とは別の場合も多いであろう。このような場合、合意が継続するの
は、それぞれの会社で順次事務を引き継いでいく責任者が行為の拘束力を
その都度承認するからである。つまり、会社のレベルでは、1つの合意が
一貫して継続しているように見えても、個人のレベルでは、あらたな実行
行為者が次々に現れて合意を継続させているにすぎない。たとえば、当初
の合意に関与した担当者が会社を退職した後、担当者が次々変わったが、
10年間、基本的な合意は当初のまま維持されているような場合を考えれば、
当初の関与者の実行行為がそのまま10年問継続しているということが不自
然であることは、明らかであろう。……実際上の考慮としても、会社の担
当者としていったん談合に加わると、同一の合意が維持されている限り、
自分が全く影響力を持たないところで合意が続けられていても、さらには、
会社を退職後何年経っていても、時効は進行しない、というような解釈が
妥当なものとは思われない」（3）と。こうした批判を支持して、「継続犯か
どうかは、実行行為が継続する犯罪かどうかを基準に判断するのが適切で
ある」とする立場に立ち、合意が継続している間、実行行為も継続すると
考えるべきではないとの主張もある（4）。
しかし思うに、r実行行為が継続しているか」という判断は間違いでは
ないが、そして「個人の具体的行為を念頭においている」ことが重要だと
しても、それは行為の事実的な連続性そのものではなく、あくまで規範的
評価として「実行行為が継続している」と言えるか、という問題であるこ
とに注意が必要である。例えば被害者はずっと監禁されていると思ってい
たが、実は監視は時々にしか行われておらず、見張りもどこかに出かけて
おり、逃げようと思えばいくらでもチャンスがあったという場合であって
も、それで監禁が何度も途切れていたと解するわけでは必ずしもない。継
続犯か状態犯かというのは、共犯の成立等とも関連して、不法形成過程
（その意味での実行行為）が継続しているとみなすべきか、それとも形成
後の単なる作用過程とみなすべきかという、行為実体に対する規範的な不
法評価の問題だと言わなければならない。
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前掲東京都水道メーター入札談合事件判決が上記のように述べていた点
もおそらく、ここでの入札談合における実行行為は、合意で既遂に達し、
その後の入札で終了するという意味での継続犯であって（5）、合意が継続し
て何年間もルールが維持されるといった状態を想定したものではなかろう。
基本ルールの合意以降、ルールの改訂や個別協議が行われても、それが基
本ルールの合意と一体のものとみなすべき、単にその一部と解すべき場合
もあれば、新たな相互拘束行為とみなすべき場合もあり、後者にあたる合
意締結である場合には新たな別の犯罪行為が成立し、それらは併合罪とな
ると言うのである。状態犯と解するときには（更に区分説・遂行行為説に
忠実に従うと）、談合ないしカルテルにおける、連続する個々の行為を全
て個別に把握すべきこととなって実態にもそぐわず、あるいは連続する類
似の態様の行為によって、同一の「一定の取引分野」がその度に新たに制
限されるという、まさにフィクションというべき法的構成が採られること
となってしまうのである。
従って、談合という合意形成行為は、締結時に終了するものとみなすこ
とも不可能ではないが、むしろ入札時まで、談合破りをするものが出ない
ように相互に拘束する行為のスタート部分であると捉えることの方が、行
為の不法の実体に即しているといえるように思われる（6）。
註
（1）判例タイムズ959号145頁。
（2）芝原・前掲99頁。
（3）佐伯仁志「不当な取引制限罪（独禁法89条1項1号）を継続犯とした判決水
道メーター事件」法学教室220号129頁。しかしここで妥当でないとする感覚は、
担当者が例えば退職して全く別の職に就き、そうして2年半（刑訴法250条5号
参照）も経過した後に罪に問われる場合のそれと変わらないものではなかろうか。
その他、継続犯説を批判するものとして、田中利幸「不当な取引制限の罪の性質
継続犯か、状態犯か」別冊ジュリスト161号263頁参照。
（4）芝原邦爾「不当な取引制限罪における『遂行行為説』」ジュリスト1167号101頁。
（5）田中・前掲263頁参照。
（6）岡田・前掲233頁参照。
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5．共犯
前掲下水道事業団入札談合事件判決は、量刑事情として、被告会社9社
に所属する被告人らがいずれも組織の一員として本件に加担し、しかも本
件の発覚後は社内で懲戒処分に付されるなど、相当の不利益を受けている
こと、行政側下水道事業団の担当者であった被告人については、横浜市職
員から下水道事業団に出向し、下水道事業団上層部の指示により前任者の
やり方を引き継ぐことを余儀なくされ、本件受注調整に関与したものであっ
て、懲役刑に処せられることにより地方公務員の身分に関連した制裁や不
利益を受けざるを得ない立場にあることを考慮した（1）。同じく前掲東京都
水道メーター入札談合事件判決も、「各被告会社については、その非を認
め、社内処分及び再発防止策を行っていること、各被告人においては、た
またまその役職にあったため談合に加わらざるを得なかったこと」（2）を考
慮している。
こうした当該事業を担当する従業者に対する処罰の問題性も既に指摘さ
れている。即ち「談合参加者は、被告会社の談合参加行為についての判断
を行う可能性を持っていないという状況にある。行為者が事業者に限定さ
れている身分犯について、従業者（本件については経営判断を行うことの
できる参加者は皆無といえよう）に行為者としての地位を拡大するという
方法ではなく、法人を含む事業者の犯罪能力の検討が必要であるというこ
とは、本件についても感じられたことである。それぞれの会社の経営責任
者が談合参加者である場合を除いて、談合に参加した従業者らについては、
その従業者の行為について会社内部で責任を負う地位にある従業者を対象
として刑事責任を問うこととするか、あるいは従業者については、それを
特定したうえで、告発の対象から除外することを検討する必要があると思
われる」（3）と。
思うに、直ちに法人の犯罪（行為）能力を認めることは、むしろ責任の
所在を一層不明確にするおそれさえあると言わなければならない。しかし、
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被告法人への両罰規定（独禁法95条1項）（4）による罰金刑と、担当従業者
の処罰という解決によっては、法人に対するコンプライアンスヘの動機づ
けという意味での一般予防効果は十分には期待できず、独禁法上の刑罰規
定もその目的にとって十分実効的なものとはなりえないように思われる（5）。
担当従業者が個人的に業績をあげるために、経営判断を担う上司らに発覚
しないよう秘密裡に談合を行ったという例外的な場合を別とすれば、組織
的な談合行為への関与を「余儀なくされ」る従業者に、可罰的な程度の期
待可能性（可罰的責任）を認めることはできない。直接の業務担当者にで
はなく、当該業務に関して担当者らを管理・統括する責任を負うところの
者にこそ、当該談合を指示した廉での教唆（刑法61条1項）、あるいは談
合への協力を指示した廉での教唆（同62条2項）の責が問われなければな
らない。
主???
（1）判例タイムズ912号146頁参照。
（2）判例タイムズ959号149頁。
（3）正田・前掲197頁。
（4）松原久利「法人の刑事責任自然人を媒介としたアプローチ」刑法雑誌41巻1
号40頁以下参照。
（5）川崎友巳r法人の刑事責任企業固有の性質を考慮したアプローチ」刑法雑誌
41巻1号36頁参照。
6．むすびにかえて
談合によって直接的な利益を得るのは各被告会社であるが、業界と癒着
し、行政に働きかけ、献金名目で利益を還流させて問接的な利益を得、更
に組織票を固めんとする者がいて成り立つのが、官製談合の構造である。
行政側担当者の轍助を問うのではなく、癒着構造を維持し、談合を指揮す
る黒幕にまで操作のメスを入れ、共謀共同実行の有無を問題にするまでも
なく、談合・共同行為に関する指揮連絡のあったことを解明し、教唆とし
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独禁法上の入札談合犯罪における実行行為及びその他の構成要件要素について
て立件し責を問うていくことが必要である。更に、入札予定価格の90パー
セント以上での落札が繰り返されるなど、事態を未必的に認識していなが
らも、これを漫然と放置し、談合が行われやすい入札制度を改めるなどの
措置を講じることもなく入札を行い、談合が行われるのを助長した、行政
サイドの入札担当責任者ら及び行政の幹部らの（片面的）蓄助としての刑
事責任も、今後その可能性が問題とされていくべきである。
（本学法学部専任講師）
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